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1．研究の背景と目的 

 我が国では地震が多く発生しており，近年では 2011 年 3 月 11 日に東北

地方太平洋沖地震が，2016 年 4月 14，16 日に熊本地震が発生した．このよ

うな災害発生時において，人的被害は逃げ遅れやパニックの発生により拡

大すると考えられ，多くの課題が存在する．  

大規模災害時において人的被害を軽減するためには，災害発生時に被災

しうる人々に適切な情報を発信し，迅速かつ安全な避難行動を促すことが

重要である．そこで，本研究では，避難と指示灯の設置に注目し，避難経路

の危険性を評価することで，どのように指示灯を設置すれば安全に避難が

できるのか，シミュレーションを用いて検討を行う． 

 

2．対象地区 

 本研究では，対象地区を図-1 で示す金沢市野町地区とする．この地区は，にし

茶屋街や寺町寺院郡などの観光地があり，元々城下町であるため，戦災を受けて

おらず，細街路が多い．ゆえに，観光客などの非居住者が道路事情や避難所を把握

しているとは限らないため，避難が困難である可能性がある．さらに，幅員が狭い

箇所では，塀の倒壊などによって避難路での被災が起こりやすいと考えられる．  

 

3． 解決案の提案 

 対象地区は，細街路が多いため，土地勘のない非居住者にとってはスムーズ

な避難が難しいこと，地震発生時に塀の倒壊などによって通行不可能になる可

能性が高いことが課題として考えられる．これらの課題を解決するには，避難

路に指示灯を設置し，危険箇所を回避することが効果的ではないかと考えた．

そこで，対象地区の危険箇所を選定し，マルチエージェントシミュレーション

を用いて，指示灯を設置した場合の避難行動の比較，検討を行う． 

 

4．避難行動の検証 

 危険箇所すべてに指示灯を設置するのは経済的ではないため，ここでは，迅速で安全な避難と経済的なバ

ランスが最適となる指示灯の設置位置を考えることを目的としたシミュレーションを行う． 

(1)危険箇所の選定と順位付け 

 危険箇所の基準として，災害対応機能 1）（延焼防止効果など）から幅員は 4ｍ以上が望ましいとされてい

るため，幅員が 4m 未満かつ，塀や瓦が避難路に崩壊する向きにあることとする．選定した危険箇所を図-2

に，その諸元を表-1（13 箇所）に示す．また，表-2に示すような重みで危険箇所に順位付けを行った．二次

災害が起こる危険度が高い順に，12＞4，5，11＞2，7，9，13＞6＞1，3，8＞10 である． 

図-1 金沢市野町地区 

図-2 危険箇所の位置 

表-1 危険箇所の諸元 
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(2)避難行動の条件 

 危険箇所は二次災害（塀の倒壊，屋根瓦の落下等）を防止するために通行不

可能とする．各エージェント（以下，避難者とする）は，居住者を想定し，各

居住地（番地ごととし，全 80 か所）から拠点避難所へ向かうものとする．避難

者は出発地点から避難所までの最短経路を選択するため，指示灯がある場合は

通行不可能箇所を回避することができ，指示灯がなければ，引き返して経路の

選択を再度行う．避難速度は，平成 30 年に行われた大規模避難実験２）のデー

タより求めた避難者の平均速度 1.05(m/s)とする．また，信号機や避難路の混雑

による速度低下は考慮しない．危険度が小さい箇所から指示灯を減らし，危険

箇所のすべて（13 箇所）に指示灯を設置，約 9

割（12 箇所）に指示灯を設置，約 7 割（9 箇

所）に指示灯を設置，約 6割（8 箇所）に指示

灯を設置，指示灯を設置しない場合の全部で 5

パターンのシミュレーションを行う．  

(3)検証結果 

 5 パターンの避難完了までにかかった時間を表-3 に示す．最短避難時間は，全パターンで変わらず，すべ

ての指示灯ありと 9 割設置の場合で平均・最短・最長避難時間が同じ結果になった．また，最長避難時間に

おいて， 7 割と 6割の場合で同じ結果となった． 

(4)検証結果の考察 

 すべての指示灯ありと 9 割の場合で(3)より， 10 番の危険箇所の指示灯は効果を発揮していないことがわ

かる．ゆえに，10 番の危険箇所に指示灯を設置しなくとも，すべて指示灯ありの場合と同じく迅速で安全な

避難が可能である．最長避難時間に注目すると，9割と 7 割の場合での最長避難時間の差が 76秒であり，こ

れは指示灯なしの最長避難時間（76.2/952.4＝0.08）の約 1 割となる．以上から，迅速な避難を考慮すると，

指示灯の設置を 9 割から 7 割にした場合，避難行動に影響を与えると考えられる．また，7 割と 6 割に指示

灯を設置する場合の避難行動は，最長避難時間が同じことから，その差は僅少であると言える． 

 

5．結論 

 すべての指示灯ありと 9 割の場合で結果が同じこと，また，9 割の場合と 7 割の場合での最長避難時間の

差が，指示灯なしの最長避難時間の約 1 割減であり，避難行動時間に影響を与えていると言える．この結果

より，最適な指示灯の設置箇所は，危険箇所の約 9割（12箇所）に設置する場合がよいと考えている．今回

は，避難路の危険度に注目し，指示灯の設置箇所を減じた効果を最長避難時間を基に検討したが，今後は，

避難者数，避難路を通行する人数や回数にも注目する必要があると言える． 
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表-2 各避難路の危険度 

すべて(13箇所) 9割(12箇所) 7割(9箇所) 6割(8箇所)

平均避難時間（s） 559.6 559.6 585.2 595.7 620.4

最短避難時間（s） 66.7 66.7 66.7 66.7 66.7

最長避難時間（s） 828.6 828.6 904.8 904.8 952.4

指示灯なし
指示灯あり

表-3 避難完了までにかかった時間 
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